
48,297 52,645 57,324 61,672 66,020

  ９，０００ （300×30日）

１１，７００ （390×30日）

１９，５００ （650×30日）

４１，４００ （1,380×30日）

２４，６００ （820×30日）

２４，６００ （820×30日）

３９，３００ （1,310×30日）

８８，５００ （2,950×30日）

57,749 59,923 62,262 64,436 66,610
60,449 62,623 64,962 67,136 69,310

　　　 　（①＋②＋③) 82,949 85,123 87,462 89,636 91,810
154,049 156,223 158,562 160,736 162,910
178,197 182,545 187,224 191,572 195,920

要介護 １ 要介護 ２ 要介護 ３ 要介護 ４ 要介護 ５

625 691 762 828 894
634 701 773 840 907

1,268 1,402 1,546 1,679 1,813

要介護 １ 要介護 ２ 要介護 ３ 要介護 ４ 要介護 ５

1,825 1,990 2,166 2,331 2,495
1,851 2,018 2,197 2,364 2,530
3,702 4,035 4,394 4,727 5,060

ⅲ） 加　算　項　目 単位 金額

個別機能訓練加算 12 13

精神科医療養指導加算 5 5

栄養マネジメント加算 14 15

看護体制加算（Ⅰ） 4 4

看護体制加算（Ⅱ） 8 9

夜勤職員配置加算(Ⅱ)ロ 18 19

日常生活継続支援加算 46 47

口腔機能維持管理体制加算
　　　　（月額） 30 31

※裏面につづく

看護職員の24時間連絡体制と常勤換算で25その端数を増すごとに1名以上配置した場合

夜勤を行う介護職員・看護職員の数が最低基準を1名以上上回っている場合

①入所者の内,要介護4～5の割合が70％以上若しくは認知症生活自立度Ⅲ以上の割合が
　65％以上又はたん吸引等が必要な利用者の占める割合入所者の15％以上
②介護福祉士を入所者が6又はその端数を増すごとに1名以上配置している場合

①歯科医師又は歯科医師の指示を受けた歯科衛生士が介護職員に対して、入所者の口腔
　ケアに係る技術的助言及び指導を月1回以上行っていること
②入所者の口腔ケアマネジメントに係る計画が作成されており、①に掲げる歯科医師又
　は歯科衛生士がその計画の作成にあたり助言及び指導を行っていること

※1単位は地域単価により10.14円で計算しております。

※算定要件により当施設における加算の内容が変更になる場合がございますのでご了承下さい。

※ ①介護保険給付自己負担額には上記サービス費の他に以下の加算が含まれています。（日額）

算　　定　　要　　件

常勤の機能訓練指導員を１名以上配置し、個別に訓練計画を立て評価している場合

精神科を担当する医師による療養指導が月２回以上行われている場合

常勤の管理栄養士による個別栄養管理を行っている場合

常勤の看護師を1名以上配置している場合

ⅱ） 介護職員処遇改善
加算（Ⅰ）/月額

介護度

単位数

1割金額

２割金額

※月の総単位数（ⅰ+ⅲ）に加算率1000分の83を乗じた単位数（月毎の利用状況により変動します）

ⅰ） 基本サービス費
（日額）

介護度

単位数

1割金額

２割金額

　 ④ 自己負担額合計

第1段階

第２段階

第３段階

第４段階１割

第４段階２割

　 ③ 居住費に係る

第1段階

第２段階

　　自己負担額（保険外） 第３段階

第４段階

　 ② 食費に係る

第1段階

第２段階

　　自己負担額（保険外）
※日額算定（一日単位で請求）

第３段階

第４段階

(ⅰ基本サービス費+ⅱ加算+ⅲ加算)
１割負担 24,149 26,323 28,662 30,836 33,010

２割負担

慈啓会特別養護老人ホームユニット型（本館個室）入所利用料金表

●月額(30日)ご利用料金 （単位：円） 2017/4/1～

① 介護保険給付自己負担額 要介護 １ 要介護 ２ 要介護 ３ 要介護 ４ 要介護 ５



加　算　項　目 単位 金額

サービス提供体制強化加算(Ⅰ)イ 18 19

サービス提供体制強化加算(Ⅰ)ロ 12 13

サービス提供体制強化加算(Ⅱ) 6 6

サービス提供体制強化加算(Ⅲ) 6 6

認知症専門ｹｱ加算(Ⅰ) 3 3

認知症専門ケア加算（Ⅱ） 4 4

福祉施設外泊時費用 246 250

福祉施設初期加算 30 31

在宅復帰支援機能加算 10 11

在宅・入所相互利用加算 40 41

退所前後訪問相談援助加算 460 467 退所後生活する居宅や施設等を訪問し、相談援助をした場合(１回につき)

退所時相談援助加算 400 406 退所時に入所者や家族に対して相談援助を行った場合(１回限り)

退所前連携加算 500 507 退所に先立って指定居宅支援事業者に情報を文書で提供した場合(１回限り)

口腔衛生管理加算(月額) 110 112

経口維持加算(Ⅰ)（月額） 400 406

経口維持加算(Ⅱ)（月額） 100 102

経口移行加算 28 29

療養食加算 18 19

若年性認知症利用者受入加算 120 122

認知症行動・心理症状緊急
対応加算

200 203

看取り介護加算(Ⅰ) 144 146

看取り介護加算(Ⅱ) 680 690

看取り介護加算(Ⅲ) 1280 1298

　　　⑤ビデオ・DVDプレーヤー等の再生機器（３００円）　⑥電気ポット・電気ケトル等の湯沸機器（３００円）

第4段階 ・ 上記以外の方

第1段階
・ 世帯全員が市町村民税非課税で、老齢福祉年金を受給している方
・ 生活保護の方

第２段階
　　・ 世帯全員が市町村民税非課税で、合計所得金額と課税年金収入額と非課税年金収入額の合計が
　　　 年間80万円以下の方

第3段階
・ 世帯全員が市町村民税非課税で、利用者負担第2段階に該当しない方

（課税年金が８０万円超１５５万円未満に相当するの方）※年金所得のみの単身者の場合

　　　①テレビ[ポータブル型を含む]（３００円）　　②冷蔵庫（５００円）　③濃縮酸素発生装置（３００円）

　　　④パソコン・タブレット・スマートフォン（携帯電話）等の情報端末機器（３００円）

※利用者負担段階第１～第３段階の皆様にご負担頂きます。第４段階の皆様は居室料に含まれますのでお支払いはありません

《 利用者負担段階 》

所得段階 保険料段階区分

医師が認知症の症状により在宅での生活が困難であり施設入所が必要と判断した方を受
け入れた場合（入所日より７日間が限度）

定めに従った看取り介護を行った場合（死亡日以前4～30日）

定めに従った看取り介護を行った場合（死亡日前日・前々日）

定めに従った看取り介護を行った場合（死亡日）

【その他の料金】
　・居室への家電製品持ち込み料として、対象の製品については別途月額の料金が発生いたします。※

口腔機能維持管理体制加算を算定し、歯科医師の指示を受けた歯科衛生士が、入所者に
対し、口腔ケアを月4回以上行った場合1月につき加算する

著しい摂食機能障害を有する方で、医師の指示による継続した経口摂取の栄養管理を
行った場合（６ヶ月を限度として1月につき）

入所者の経口による継続的な食事の摂取を支援するために食事の観察及び会議等に医
師、歯科医師、歯科衛生士または言語聴覚士が関わった場合は加算(Ⅰ)に本加算の
単位を加える。

医師の指示で経管摂取から経口摂取を進める栄養管理を行った場合（１日につき）

医師の発行する食事せんで療養食を提供した場合（１日につき）

若年性認知症患者を受入れ、本人やその家族の希望を踏まえた介護サービスを提供した場合

①認知症日常生活自立度Ⅲ以上の者が入所者の1/2以上
②認知症介護実践リーダー研修修了者を、認知症日常生活自立度Ⅲ以上の者が20人
  未満の場合は1名以上配置し20人以上の場合は10又はその端数を増すごとに1名
　以上を配置
③職員間での認知症ケアに関する留意事項の伝達又は技術的指導会議を定期的に実施
　していること

①認知症ケア加算Ⅰの要件を満たし、かつ認知症介護指導者研修修了者を1名以上配置
②介護・看護職員ごとの研修計画を作成し実施

病院又は診療所への入院を要した場合及び居宅における外泊をした場合（月６日限度）

入所日から３０日以内の期間。１ヵ月以上の入院後の再入所した場合（１日につき）

国が定める基準を満たし、在宅復帰をされる利用者及び家族が希望される居宅サービス
への十分な情報提供並びに連携を行った場合（1日につき）

要介護3.4.5の方で、入所期間3ヶ月を限度として在宅生活を継続するために複数人が同
一の個室を計画的に利用した場合

《 その他介護サービス加算の内訳（日額） 》　※加算算定の対象となった場合に発生いたします

算　　定　　要　　件

介護職員の総数に占める介護福祉士の割合を60％以上配置した場合

介護職員の総数に占める介護福祉士の割合を50％以上配置した場合

看護･介護職員の総数に占める常勤職員の割合を75％以上配置した場合

サービスを直接提供する職員の総数に占める勤続年数3年以上の者を30％以上配置


